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前記（第33巻第6号）のような「花王」の活発な積極的な動きに対し，同
様な製品を取り扱う他の企業が対応すべき策を種々検討する必要にせまられ
ることは当然である。
そのうち「ライオン」は LCMS(Lion Circle Marketing Management 
System)という大規模ネットワークの端末機を卸店に設置して， 主として
卸店の小売店への売上データを収集していた。他のメーカーも卸店との通信
を望んでも，端末機の設置場所などの理由によって，なかなか通信を開始す
ることが困難な状況であった。
そのような状況下で， 昭和58年ごろ， 「ユニ・チャーム」がライオンの
LCMS端末機を共同で利用したいという申し入れを行なった。 ところが，
その当時，ライオンの社内では「VAN研究会」があり，「業界 VANを始め
ない限り，業界の情報化は進まない」と主張しており，その中でのユニ・チャ
ームの申し入れは，業界の情報化を真剣に考える重要なキッカケとなった。
昭和59年11月には，とりあえず上記の共同利用が決定され，更に期を置か
ずして， 業界 VANを始めることが決定され，翌60年頭より，両者に資生
堂，サンスター，ジョンソン，十条キンバリー，エステー化学，牛乳石鹸共
進社が加わりスタートすることになった。半年後の60年8月に‘‘業界 VAN
(1) 
運営会社”「プラネット」が設立された。
(1) 玉生弘昌著「流通 VANの戦略」（昭63,産業能率大学出版部） pp.78~89 
28(28) 第 34巻第 1 号
技術的に可能なことが説明される VANも実際に， 特に競争会社の間で
共同で利用する（業界 VAN)ためには，やはり何らかのオーガナイジング
機能が必要である。各ユーザーが VANをうまく使用できるための代理店が
必要である。
日用品雑貨，一般化粧品業界では，メーカーが670社，卸店が約3,000社，
小売店が約30万店あるといわれる。それぞれが個々バラバラの考えで VAN
会社を考えても錯綜するのみである。そういう問題点をまず最初は少数のメ
ーカーだけでも結束して解決して始めようとしたのが上記のスクートであっ
(2) 
た。
生方幸夫氏も次のように述べている。「業界 VANとは，文字通り業界が
横につながり，ネットワークをつくることだ。新製品開発，シェアの拡大で
日々厳しい戦いを展開しているメーカーが，利害を超えて結ぴつき，しかも
新会社を設立して共同の業務を行うということは，過去に例を見ないことで
(3) 
ある。」
プラネットの第一の役割は，メーカー，卸店の企業群同士の共通のデーク
通信ニーズをとりまとめることであり，次の三つの理由にとりまとまりを見
せている。第一の理由は，利用者のデークの機密が完全に守られるように，
図3 （第33巻第4•5号）のように運営会社は，デーク通信はせず， VAN の
外に位置して，ネットワークの運営だけをする。第二の理由は，ライオンか
らの LCMSの譲渡，業界への開放による，競争会社の信頼が高くなったこ
と。第三の理由は当然のことながら，共同化によるコストの軽減である。
「業界 VANの場合，どこにコストがかかるかというと，ハードやソフトで
はなく，通信する相手と一つ一つつなぐという作業に，多大な人手とお金と
時間がかかるのである。」それを安く， しかも早くすることにある。以上の
(4) 
三つの理由によって，「呉越同舟 VANプラネット」が船出した。
(2) 同上 pp.56~58
(3) 生方幸夫著「VANが動くピジネスが変わる」（昭62,朝日新聞社） p.62
(4) 玉生弘昌著前掲書 pp.58~60
生方幸夫著同上 pp.62-65
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業界ニーズのとりまとめに続く第二の役割は，標準化の推進である。 VAN
を安く効率的に利用するためには，標準化は重要である。デーク通信のため
に標準化すべきものは，プロトコル，コード，伝送フォーマットの三つであ
る。これらの基準的標準の他に，デークの四捨五入の仕方や単位，運用の時
間帯， トラブル時の回復の仕方等々，多くの運用上の細則の取り決めを標準
化している。その結果，ユーザーは，どの相手と通信するときも，全く同じ
(5) 
プログラム，オペレーションで通信することができる。
第三の役割は，業界の商習慣にマッチしたオンライン取引システムを開発
することである。インテックのエース・テレネット (AceTelenet)に，＇業
(6) 
界用オンライン取引システムを搭載している。
61年4月，味の素， 日本水産，ニチレイ，加卜吉，大洋漁業， 日魯漁業，
雪印乳業による食品業界 VAN「ファイネット」が同様の形態でスクート
し， 62年4月には参加メーカーは19社， 63年8月現在，プラネットの参加メ
(7) 
ーカーは27社，接続卸店240社に達している。
「メーカーは，卸店の許可さえあれば，自分のところのどの商品が小売店
(8) 
でどれ程売れているか， という販売データを手にすることができる。」しか
しメーカーと卸店との間の「インフラとしての VAN」,「足腰の情報処理」，
「受発注業務の効率化」以上に，情報そのものの販売戦略へのつながりがま
だ不十分であり，特に卸店と小売店との間の関係が未解決である（そのため
末端の小売店の情報の把握が不十分である）という問題点等がある。
「システムは共同で，競争は店頭で」というのが，プラネットのキャッチ
フレーズではあるが，もともとインフラとしての VANであり，情報の秘密
保全を重要なポイントにしているのであるから，加盟各社同士の販売競争に
(5) 玉生弘昌著同上 pp.61~64
生方幸夫著同上 pp.67~70
(6) 玉生弘昌著同上 pp.65~70
生方幸夫著同上pp.180~186
(7) プラネット提供資料
(8) 生方幸夫著前掲書 p.70
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使うことができない。花王は，明確な販売戦略にもとづいて販社制度の確立
のもとに，強力な系列的ネットワークを構築してきた。それが花王のシェア
拡大をもたらした一因ともなっている。ただし卸店による流通規模の差 (2
兆円と44億円）を指摘することもできる（図14参照）。
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図14 日用品雑賀業界の構造
中間流通業
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小売店
プラネットは将来，小売店 VANも提供する予定とはいわれるが，プラネ
ットの常務である玉生弘昌氏は「地域の異業種卸店の連合による地域限定型
の受発注 VAN」の形成の必要性を強調される（図15参照）。
(9) 玉生弘昌著前掲書 p.122
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(lo) 
園15 流通 VANの進展
メーカーと卸店間は『業界VAN』
卸店と小売店間は『地城VAN』が進展する。
業界メーカー 全国業界卸店地域異業種卸店 地域小売店
ー業界VANと地域Jヽ売店VAN（スイッチング・センター ： SC)の例一
1)業界VAN運営会社 2)地城VAN運営会社
①プラネット (B用品雑貨業界） ①オリオン （静岡県）
②ファイネット（食品業界） ②ヘリオス （北海道）
③JDネット （薬品業界） ③トリオ・ネット（富山県）
など約80ネット ④ペンサム （東京都）
⑤LINK （熊本県）
(31)31 
など約40ネット
静岡県のオリオン，北海道のヘリオス，東京のペンサム，富山のトリオネ
ット，熊本の LINK,名古屋の東海流通ネットワークなどがすでに実動して
(11) 
いるが，地域 VANには問題も多い。西濃運輸の VANから発展し，地域
(12) 
VAN的性格をもつセイノー情報サービスの展開は注目すべきものがある。
(10) 玉生弘昌著同上 p.99
(11) 玉生弘昌著同上 pp.98~102
(12) 鈴木秀郎著「地域 VAN時代」（昭63．オー ム社）
32(32) 第 34巻第 1 号
またプラネット加盟各社が，プラネットとは別に，花王と同様のプライペ
ート・ネットワークの構築に力を入れようとしているのも注目すべき点であ
る。
ライオンは自社のプライベート VANLCMSをプラネットに提供した後，
自社と卸店との間のオンライン受発注業務はすべてプラネットを通じて行な
っているが，プラネットに加盟していない卸店を対象に， LISS（ライオン・
ィンフォ•メーション・システム・サボート）という問屋のデーク管理システ
ム（「問屋 OA化のソフトの一種で，オフコン，またはパ・ソコン一台で受注
データ，出荷デーク，在庫，売掛金，買掛金， リペートの支払い状況など，
問屋業務で出てくるすべてのデークを管理， 検索できるようにしたシステ
ム」）を開発し，それを導入した卸店に対して，次にプラネットヘの加入を呼
びかけるという，二段構えの戦略をとっている。プラネット， LISS以外に，
ィンテックの「エース・テレネット」を使って，全国の七工場と本社を結ぴ
(13) 
「生産 VAN」で，生産管理休制にあたっている。
ある程度情報ネットワークの整備は進みつつあるが，花王との対向上，経
営改革の必要性が種々の面で求められており，「イノベーション ルーム」を
(14) 
発足させ，全社あげて商品，経営見直しに取り組んでいる。
資生堂のプライベート VANには， 「ショップス (SHOPS)ネットワー
ク」と「EOS（自動補充発注システム）端末」による受発注システムがあ
(15) 
る。今年からグループ販社，物流センクー，系列販売店を結んだ資生堂グル
(16) 
ープの自社VAN「バックボーン ネットワーク」（仮称）づくりに着手する。
年間100億円の投資の半分を物流関連に投じ，国内 98カ所の倉庫を 9カ所の
商品センクーに集約し，多品種少量時代に対応した流通の仕組みを作り上げ
る。全国有力25,000店に POSレジスクーを設置し，受注型生産への脱皮を
(13) 生方幸夫著前揚書 pp.73~75 
(14) 日本経済新聞 63.10.3,10.8 ・
(15) 生方幸夫著前掲書 pp.75~76
(16) 日経流通新聞 63.2.23
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(17) 
進めようとしている。しかし他社に比較して立遅れの感がある。
P&Gでは2年ほど前から富士通エフ・アイ・ビーの VANを使った「コ
ィンズ」を導入したが，導入参加企業が少なく，取引先もプラネットを希望
することが多く，問屋とのオンライン網を拡大するために決断することにな
茫
ユニ・チャームの場合，「共同 VAN」をプライベート ネヅトワーク的に
使っており，そこがライオン，資生堂とは異なるところである。また，プラ
ネットに加入している卸店の小売店別前売りデークの収集， 処理を［共同
VANを通じて行っている (VANネット接続）。「共同 VANでは，この情
報をデータベース化し， ュニ・チャーム本社に送っている。」 VAN同士の
(19) 
接続というこの行き方は注目すべき一つの方向である。
以上，主として「プラネット」を中心として，ある意味では「花王」との
対比を意識しながら検討してきたが，玉生氏も認めているように，プラネッ
トの場合， メーカーと卸店との間のインフラ作りであって，ある決った仕様
でデークを送っているに過ぎないのであり，そのデータをより有効に活用す
るのは，それぞれのユーザーの努力に依存する。インフラに乗った企業は，
(20) 
これまで以上のより質の高い努力が求められることになるだろう。
前記（第33巻第6号）のごとく，花王に限らず， VMS （垂直マーケティ
ングシステム）的発想で系列化に力を入れてきた企業は， その目的が先行
(21) 
し，営業努力で系列化が実現し，その結果，情報ネットワークが作られたも
のであるという特色があり，•プラネット参加企業の場合と相当事情が異なる
(17) 朝日新聞 1989.2.15夕刊
なお最近， 片方善治著「資生堂IS革命への挑戦」 (1989, 山下出版）が出
版されたが，高級専門的化粧品指向の資生堂特有の戦略がみられる。
(18) 日経流通新聞 63.8.18
(19) 生方幸夫著前掲書 p.77
日経流通新聞 63.2.9
(20) 玉生弘昌著前掲書 pp.112~124
(21) 日本経済新聞社編「新・産業論」（昭62, 日本経済新聞社） pp.364~365
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点は重視する必要がある。後者は「参加したメーカーは卸店の段階までは，
共同化のメリットを生かして比較的少ない投資額で VANを利用できるよう
になった。今後は，それをダウンストリームや物流にどうつないでいくかが
(22) 
ボイントになっていくだろう。」プライベートネットワークやその他の改革
を検討していることは，競争市場においてなお不十分な点を認識し，努力せ
(23) 
んとしているあらわれである。
7 セプン・イレブン・ジャパン
a) 消費者ニーズの把握の変化
消費者の欲求を正しく吸い上げて，消費者に充足感を与え，かつ生産者の
利益にもなる仕組み，“生産”と‘‘消費”を調和させること，つまり資源の最
適配分と消費者の最大満足の二つの課題を果すこと―これが現在求められ
ている流通改革の目標である。
戦後のスーパーチェーンの出現もその波に乗ることを考え，従来の生産者
(24) 
優位の市場体制を，消費者主導のもとに変革していくことにあった。前記の
「花王」においても，メーカーとして末端のニーズの動きをいかに迅速に，
正確に把握するかに努力しつつあり，他の VMSの動きもそのための系列化
の構築であり，「プラネット」の現時点での欠点も最終の小売店との連結の
問題であると指適したのも， すべてこの消費者ニーズの把握をいかにする
か，にかかっている。
本来， 生産は市場動向を十分考慮しながら行われてきたもの（「フォー・
ザ・カスタマー」）であるのは当然であるが，「現実には時間的，場所的，感
(22) 生方幸夫著前掲書 p.88
(23) 生方幸夫著同上 pp.245~246
(24) 日本経済新聞社編 前掲書 pp.355~358
緒方知行著「セプン・イレブン流通情報戦略」（昭60,TBSプリタニカ） pp.
93~96 
国友隆一著「セプン・イレプン POS革命」（咆61,ばる出版） p.164
情報ネットワークと企業経営 (lI)（中辻） (35)35 
性的ギャップがそこに存在し，必ずしも生産と消費はフィットしていなかっ
た。」「できるだけ市場のニーズに近づき， リスクを排除するために投じられ....... 
る市場調査コスト，生産したものをとにかく市場に押し込んでいくために投
じられる広告，宣伝費やチャネルヘのインセンティブ・コスト，需給ギャッ
プによって生れる機会損失と，在庫負担投資など，膨大なマーケティング・
(25) 
コストが費消され，それが最終製品に反映されていた（傍点引用者）。」
あくまで小売業は単にメーカーの製品のはけ口として存在するものであ
り， 情報機能としての需要予測を把握する能力が十分に備わっていなかっ
た。よしんば需要の変化を知り得る立場にあったとしても，個々の零細な小
店舗の力ではそれを生かし得る方策を持ち得なかった。しかし消費は質と量
の両面で大きく変わってきた。各種の消費財が豊かになり， 完全に「物余
り」状態になり，そのことが消費者の意識や行動を変え，流通業に変容を迫
(26) 
った。
「消費者と最も近いところにある小売業が，日々のフィールド活動を通じ
て生活者のニーズを把握し，組み上げ，それをもって生産にフィードバック
していく優れた機能を持たねばならない。」「ある場合には，生産，流通を主
(27) 
導するパワーを持たねばならない。」
そのためには， 小売店が大規模化し力を持つか（スーパーチェーン）， 多
数の小売店が何らかの横の強固な連携を結ぶこと（フランチャイズ ストア
ー，ボランタリーチェーン，ファルマ等）によって，お客の動きを知り，そ
れをベースとして計算された販売力，発注力，それがベンダーの組織化や商
品の仕入れ企画，開発における生産，流通へのヘゲモニーとなって現われて
こなければならない。
緒方知行氏は， 「小売業が市場において活力をもつためのトークルパワー
を構成するために，図16のようなR,R, cの機能の三位一体となることが
(25) 緒方知行著同上 pp.94~95 
(26) 緒方知行著同上 pp.28~29
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必要である。」と強論する。
(28) 
図16 三位一体の園式
ヒューマンファクター（ハイクッチ、アメニティ）
「自らの市場•お客のニーズとその変化にキメ細かく対応し，ジャストフ
ィットしていくためには，当然適品，適時，適条件のジャスト・イン・タイ
(29) 
ムなデリバリ一体制が背景にならなければならない。」
ここでは，特に，この発想にもとづいて成功した（三位一休の体制を不可
欠のものと考え，その高度のレベルでの実現を進めている）セブン・イレプ
ン・ジャパンを取り上げる。
b) コンビニエンス ストア「セブン・イレブン」の特微ーー特にスー
パーとの違い
大量仕入れによる安さを追求するスーパーマーケットとは遣い，客のニー
ズに合わせた便利さを提供する商法が，コンビニエンス ストアの特徴であ
る。
ゼプン・イレプンは， 「コンビニエンス商品を『買ってから一時間以内に
(28) 緒方知行著「小売業これからこう変わる」 (1989,講談社） p.212
(29) 緒方知行著同上 (1989)pp. 211~218 
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消費するもの』と定義づけている。そこがスーパーとの根本的に進う点だ。
スーパーは，少なくとも 2~3日から 1週間分の商品をまとめ買いするお客
を相手にしているためである。対照的に，コンビニエンス ストアの来店の
客は，目的買いではなく，当座の商品を求めるお客が全てだとの極論も許さ
(30) 
れることになる。」
「人々の日常生活（硯時点における）の最低限度の便宣性・便利性の充
足」のための店舗である。「これは， 社会的機能からの位置づけ， つまり人
(31) 
間生活にとっての価値からの視点である。」
それにともない，客単価も当然のことながら低くなる。「狭い商圏内での，
(32) 
國17■ファ..:..スト・フー ド部門売上構成比推移
■ファスト・フード部門売上推移
じ二グ///加砂／』試=
じ二砂励加励／』叫ニ
じ二伽勿勿勿／／／／／』点心しここ』
じニ--／//』品」し／／／／吻//；;z』
じ二，／吻//／/／吻グ／』叫//”グ／吻：；；：』
じ二，／加砂仰加加クにし砂砂砂砂勿グニゴ瓢
(30) 塩沢茂著「セプン・イレプン オー ナー 懇親会」（昭63,講談会） p.148
(31) 緒方知行著前掲書 (1989)p. 239 
(32)岩淵明男著「セプン・イレプン システム流通革命」（昭62, オー エス出版社）
p.26 
なおセプン・イレブン提供資料によると， 62年度は構成比推移20.8彩，売上
推移は124,616（百万円）となっている。
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いわゆる至近距離住居者に対し，いってしまえば冷蔵庫代わり（調理人代わ
り）のような役割を果せるかどうかが，コンビニエンス ストアのポイント」
と自覚している。 そして主たる客層を主婦以外の男性， 子供， 共働きの夫
婦，そしてOLの順ということを定型的なパターンとしており，主婦の目的
買い（家族のため，毎日の暮しのため）の店ではなく，その日その日の必要
に応じてのお客を主体にして， その日， あるいはその時に起った需要意思
（自分のためだけのモノを，ちょっと間に合わせに，ちょっと空腹を満たし
に，すぐ口に入れられるモノ［コーヒー，サンドイッチ，ハンバーガーなど
の洋風に加えて， 弁当， 手巻きおにぎり等の日本的知風ファースト・フー
ド＊］を， ちょっと気軽， 手軽に，必要なものをひょいと買っていくー~フ
ァースト・フード戦略――-）に報いる（図17参照）， それも品揃えまで徹底
＊人気のある商品で，恐らく日本一の年間販売量と推定されるものを
(33) 
あげてみると主だったものだけでも次のようになっている。
おにぎり....:.................... 1億7,500万食
サンドイッチ・・•.．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 6,300万食
リーットル入り牛乳・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 3,700万食
カップラーメン・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 9,300万食
ロックアイス・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 1,000万袋
:::·~··~-~·;:::::::::::::::::::::::::::::::::::::::::: :::~~~: 
させる（欠品のないように），そして長時間営業 (24時間，最低16時間），年
(34) 
中無休（タイム・コンビニエンス）という点に特色がある。
「セプン・イレプンでは‘‘コンビニエンス・アイテム’'と言い方をよくす
る。 また， ‘‘ミニ・スーパー’'との混同を経営の政策の上で極度に警戒す
る。
(33) 岩淵明男著同上 p.27
(34) 塩沢茂著前掲書 p.146
緒方知行著前掲書（昭60)pp. 52~53 
小倉正男著「イトーヨーカ堂グループの秘密」（昭63,こう書房） pp.138~147
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それだけ，自らのレーゾンデートルというか，市場における自らのボジシ
ョニングについて厳しいとらえ方をしているともいえる。自己差別化の徹底
(35) 
である。」
例えばスーパーマーケットの三種の神器である生鮮食品や乾物は，食品材
料であって，そのままでは食べられず，料理の手間がかかるものとして扱わ
ない。性別，年齢に関係なく買われ，そのまま食ぺられる便利性を主張する
商品のみを扱うという自己差別化，自己限定としている。際限もない自己拡
(36) 
張は，自らのポジショニングを希薄化させていく，と考える。
C) フランチャイズ・チェーンを生みだした発想と特色
高度経済成長，大手スーパーチェーンの大躍進に対して地元小売店との摩
擦という社会的な問題を背景として，抽象論ではない，中小と大との共存共
栄を実証しようと， 真剣に考てはじめた（当時のイトーヨーカ堂の伊藤雅俊社長
と鈴木敏文取締役）。
地域に根を下ろし，人々の生活圏の中で，地元との人間関係の密着性があ
り，日常的な新しい生活上の港在的な便益のニーズをキメ細かな，小回りの
きくようにきちんと充足してくれる小規模店の持つ資産に対して，それに欠
ける商売のやり方，考え方，人の問題，商品，物流の問題，技術の問題，資
金の問題に対して， 商いと経営のノウハウ提供， 専門的バックアップがあ
り，自助努力があれば，必ず社会的意義のある，そこで市場機会の大きい，
可能性ある新しいビジネスである，と鈴木（現セプン・イレブン社長）は考
(37) 
えた。そしてアメリカのサウスランド社との提携がはじまった。
上記のような発想を硯実に発揮させるために考えだされたのが，コンビニ
エンスストアのフランチャイズチェーンという一つの小売業であり，その本
部企業であるセプン・イレプン・ジャパンは， ノウハウ業， ソフトウェア
(35) 緒方知行著同上 p.53
(36) 同上 pp.52~53
(37) 緒方知行著同上 pp.26~36
岩淵明男著前掲書 pp.48~78
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業，システム業そのものである。昭和49年5月に第1号店が東京都江東区の
豊洲でスクートしてから，すでに店舗数は3,452店（昭和63年8月12日現在）
(38) 
に拡大している。（図18,表3参照）
(39) 
図18 セブンイレブン売上推移と予想，出店実績と計画
6,620 
売上推移と予想
2,565 
6000億円
5000億円
4000億円
3000億円
翌 2000億円
49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 1 62 63 
年度 （予想）
(38) イトーヨーカ堂提供資料 (IYGROUP会社概要）
(39) セプン・イレプン提供資料
1000億円
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「本部としてのセブン・イレプン・ジャパンがあげている経営利益額は，
年間100億円（加室店があげる利益は一切含んでいない）で， 流通業界のラ
ンキングに当てはめると， イトーヨーカ堂，丸井についで第三位となる。し
42(42) 
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(40) 
表3 主要コンビニエンス・ストア・チェーンの出店数
社 名 I 61112末 |62/2末 1 62/3末 |62/4末
セプンー イレプン 2,924 2,964 | 2,981 3,021 
サンショップヤマザキ 2,027 2,035 ! 2,039 2,049 
1,6391 ＇ 
i 
ロー ソン 1,659 j l 1,668 1,685 
Kー マー ト 977 977 1,012 1,012 
ファミリー マー ト 931 1,007 1,010 1,029 
サンチェー ン
！ 628 
650 665 678 
サー クルK 369 373 379 389 
関東スー パー 335 333 329 331 
国分 KGC 330 
33町61 I 9 332 337 
サンクス 268 279 284 
マイショップ連盟 241 242 I 243 246 
； 
セイコー マー ト 236 l 236 i 237 237 
ココストア 229 
213628 1 : 
235 241 
プルー マー ト 167 168 169 i 
ニコマー ト 158 165’ I 167 171 
かも年間成長率はいぜん20パーセント以上の高率である。それでいて，これ
だけの利益額を出す企業でありながら従業員千人（セプン・イレプン全体で
はパートも含め，万人が働いているが，それらはセブン・イレプン・ジャパ
ンが給料を払う対象ではなく，加盟店が雇用する労働力である）で達成して
いるのである。
また，これだけの収穫は，必ずしも自ら所有する田畑（つまり自己所有の
店舗）で上げているのではない。 3,400余店のうち， 自己所有店はわずかし
かない。
3,400余店にめん密な商品デリパリーを行なう工場， 生産設備も，配送セ＿
(40) 岩淵明男著前揚書 p.31
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ンクーも，配達車も，配送要員も全て，自己所有ではない。
ベンダーと称する問屋， メーカーが持つ物的手段を活用しているのであ
る。
店も， 労働力も， 工場も配送施設も含めて， ほとんど物的生産手段を保
有，所有せずに，他人のものを活用して，膨大な事業機会と，収益機会をつ
(41) 
くり上げているのが， セプン・イレプン・ジャパンという会社である。」と
緒方知行氏は述ぺている。
本部と加盟店は，お互い，本来は独立した事業主であり，契約によって片
(42) 
表4 セブンイレブン 5年間の歩み
4月 3/2分割 40,734千株（発行新株数）
＼ 第10期1第11期第12期第13期第14期
項目 (58/2期） （59/2期） （60/2期） （61/2期） （62/2期）
売上弓着：p:j3ン全店） 1 256,470 319.049386,766453,616 521,906 
営業収益--- --」
（百万円） 49,176 59,668 69,795| 83,757 94,671 
1 経 視#:m{U 益|―五;五,14,66520,033| 25,508 31,251 
ヽにノJ口 J I 
当 期（百万円利） 
益'
資
（百本万円）
金
発行済（千株株）式総数
1株当り（円当） 期利益 1 I 
1株当り（円株） 主資本
1 株 （当通期り・円配） 当 金
株主資(%本） 比亭 1 I 
売場面積（（チェー ン全店）
千ni)
11,628 I 14,441 
5,902 I 5,902 
81,467 I 122,200 
95.97 I 118.17 
683.24 I 552.19 
28.0 I 23.o 
55.2 I 57.8 
|--
, 227 | 263 295 
店 舗 数 1 2,001 I 2,299 I 2,651 I 2,964 
（人）――--j 890 I 995 i 1,078 I 1,189 I 1,306 
（注） 1.記敦数字は，百分率を除き表示単位未満の端数を切り捨て。
2. 1株当り当期利益については，無償増資，株式分割を調整して計算。
(41) 緒方知行著前掲書 (1989)・ pp. 227 ~228 
(42) 岩淵明男著前掲書 p.40
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方はノウハウを提供し， 片方はチャージを払う。説得力のある経営ノウハ
ゥ，魅力的なシステムを提供し，加盟店が高い利益をあげ，売上を伸ばし，
(43) 
それがチャージとして本部の収益に直結する。（表4，図19参照） （チャー ジ
については後記する。）
(44) 
図19 平均日販，在庫高，荒利率の推移
（在庫高） （荒利益率）
1ooot2s% 
万円
（日販）
I 
ポ知
875t27% 
万円
750t26% 
万円
625t25% 
万円
?
??
?
?
????
???
?
， ? ?ィ?
?，??? ?? ????????
?
? ?
勢円
?
?
?
翫
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|51年|52年|53年|54年|55年 56年|57年|58年|59年|60年|61年
期在1庫末店高総当（万平た円均り） 909 873 8431774 690 I 626 623 594 559 530 520 
平均荒利益率 24.0 24.3 24.9 25.0 25.9 26.4 26.8 26.9 27.2 27.4 27.2 
全日1店店販当（平千た円均り） 365 396 419 435 463 483 482 486 502 510 515 
I 
(43) 国友隆一著前掲書 pp.14~16
(44) 岩淵明男著前掲書 p.41
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「所有ではなく活用」， 「活用の技術をもって自ら存立， 発展をはかる」，
「店も，労働力も，物流手段も，さらにコンピュータまでも，すべて自己所
有，保有するのではなく，他人のものを活用する行き方」，「他人の力で相摸
をとるビジネス」， 「自分は相摸のとり方を教えるビジネス」， また「情報産
(45) 
業」，「変化対応産業」である，と特徴づけて表現される。
加盟店に対する経営ノウハウ，システムの具体的な方策として，商品納入
業者であるメーカー，問屋と加盟店とを結ぶ， トータルな問題に関して最適
なシステム（決じて商品供給業者でも物流業でもない，システム産業， ソフ
トウェア・ビジネスとしての役割）を開発し，それをバックアップする物流
システムの改革，高度な精緻な情報ネットワーク システムを構築し，巨大
(46) 
な物流を動かし，コントロールして大きな成果をつくり出すことを目指す。
より具体的にみると，木部は，加盟店に対して，売れる商品を紹介し，物
流システムの合理化を図り，コンビニエンス ストアの生命線である①小ロ
ット納品，③商品の高回転と鮮度の維持，③品切れの防止を可能にすること，
イメージアップのための宣伝広告などを責任をもって実行することを約束す
ることである。また加盟店の新改装の指導や接客態度，売り方のチェックも
(47) 
担当する。加えて，加盟店の棚卸し，決算書類の作成も実施する。
そのためには取引先の集約化，異なった業種の納入業者の共同配送，窓口
問屋制，ベンダー（配送機能付き問屋）システムの構築，第一次 POSシス
テムからはじまった第二次 POSシステムヘの飛躍， さらに総合店舗情報
（ネットワーク）システムの展開，それを補完するものとしてオペレーショ
ン・フィールド・カウンセラー (OFC)の活動が本部の責任によって進めら
(45) 緒方知行著前掲書（昭60)pp.14~18 
岩淵明男著同上 p.92
国友隆一著前掲書 pp.16~17
塩沢茂著前掲書 pp.126~132,139 
(46) 緒方知行著同上（昭60)p. 76 
(47) 小倉正男著前掲書 pp.128~129
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れる。（これらについては後記する。）
一方， 加盟店は， 便利さ （コンビニエンス） という無形の価値を商品化
し，それを店舗で具体化するため「基本四原則」の徹底化を求められる。本
部の用意するマニュアル通りに実行することが求められる。この基本四原則
は， ①どこよりも新しい商品を揃える（鮮度管理）， ③売れ筋商品を揃える
（欠品のない品揃え） （図20参照），⑧スカットした感じの店（清掃の徹底，
(48) 
図20 ニーズと品揃えの関係
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(49) 
ク I ーネス），④フレンドリーサービス，である。
（つづく）
(48) IY GROUP四季報 ('88／初春号） p.9
(49) 国友隆一著前掲書 pp.26~27
緒方知行著前掲書（昭60)pp. 230~235 
岩淵明知著前掲書 pp.108~113
